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様式1-①　応募参加申込書
令和8年　　月　　日　

旧名城工場跡地活用提案募集
応募参加申込書
(あて先)
名古屋市交通局長

　旧名城工場跡地活用提案募集への応募参加を申し込みます。
　提出書類の記載事項及び添付書類について事実と相違ないことを誓約します。


	応募者
(代表
 法人)
	所在地
	

	
	名　称
	

	
	代表者
	印　　



	担当
	部署名
	

	
	担当者役職
	

	
	担当者名
	

	
	連絡先
	電話番号
	

	
	
	FAX番号
	

	
	
	電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	






様式1-②　共同事業者の構成法人
令和8年　　月　　日　
　共同事業者の構成法人

	代表法人
	所在地
	

	
	名　称
	

	
	代表者
	


　　　（代表法人の押印は、様式1-①のみ）

	構成法人
	所在地
	

	
	名　称
	

	
	代表者
	印　　



	構成法人
	所在地
	

	
	名　称
	

	
	代表者
	印　　



	構成法人
	所在地
	

	
	名　称
	

	
	代表者
	印　　





様式2　応募資格要件確認申請書
令和8年　　月　　日　

旧名城工場跡地活用提案募集
応募資格要件確認申請書
(あて先)
名古屋市交通局長

　旧名城工場跡地活用提案募集に対する応募に必要な資格の要件にかかる確認について、関係書類を添付して申請します。
　申請者は、応募説明書に定められた応募資格要件を満たしていること、並びにこの申請書及び関係書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。


	応募者
	所在地
	

	
	名　称
	

	
	代表者
	印　　



	担当
	部署名
	

	
	担当者役職
	

	
	担当者名
	

	
	連絡先
	電話番号
	

	
	
	FAX番号
	

	
	
	電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	


※共同事業者での応募参加申込の場合、構成法人ごとに作成。代表法人がとりまとめ提出。



様式3-①　財務状況表
財務状況表

	法人名称
	


（単位　千円）
	項目
	
	令和7年度
	令和6年度
	令和5年度
	備考

	営業収益
	1 ①
	
	
	
	

	営業費用
	2 ②
	
	
	
	

	営業損益
	3 ③＝①－②
	
	
	
	

	営業外損益
	4 ④
	
	
	
	

	経常損益
	5 ⑤＝③＋④
	
	
	
	直近の3事業年度において3事業年度全てで赤字を計上していない

	特別損益
	6 ⑥
	
	
	
	

	法人税等
	7 ⑦
	
	
	
	

	純利益
	8 ⑧
=⑤＋⑥－⑦
	
	
	
	

	受取利息･配当金
	9 ⑨
	
	
	
	

	営業損益
＋受取利息･配当金
	⑩=③＋⑨
	
	
	
	

	支払利息
	10 ⑪
	
	
	
	

	利払い能力
	⑩÷⑪
	
	
	
	直近の事業年度において1以上であること

	営業キャッシュ・フロー
	11 ⑫
	
	
	
	

	投資キャッシュ・フロー
	12 ⑬
	
	
	
	

	財務キャッシュ・フロー
	13 ⑭
	
	
	
	

	総キャッシュ・フロー
	⑮
=⑫＋⑬＋⑭
	
	
	
	直近の3事業年度において3事業年度全てでマイナスとなっていない

	総資産
	⑯
	
	
	
	

	純資産
	14 ⑰
	
	
	
	直近の事業年度の末日において、債務超過となっていない

	自己資本比率
	⑰÷⑯
	
	
	
	

	有利子負債
	15 ⑱
	
	
	
	

	流動資産
	⑲
	
	
	
	

	流動負債
	16 ⑳
	
	
	
	

	流動比率
	15 ⑲÷⑳
	
	
	
	


　※共同事業者での応募参加申込の場合、構成法人ごとに作成。代表法人がとりまとめ提出。
　※経常損益、利払い能力、総キャッシュ・フロー、純資産の項目において、備考の条件を満た　　さないものがある場合、直近の8事業年度の財務状況表を作成し提出すること。
　　


様式3-②　理由書
令和8年　　月　　日　

理由書

	法人名称
	



	































※　提出できない書類を明記した上、提出できない理由を記載すること。
※　提出できない理由は法令等に基づく保存期間経過による廃棄のみ申し出ることができるものとし、当該保存期間を定める法令等についても明記すること。



様式4　誓約書
令和8年　　月　　日　

誓約書
(あて先)
名古屋市交通局長


　私は、「旧名城工場跡地活用提案募集　応募説明書」を熟読して確認のうえ、同応募説明書に記載されている応募資格を有し、裏面の誓約事項を誓約するとともに、かつ応募の制限に抵触していないことを誓約します。
　応募資格を有しない又は応募の制限に抵触したと認められた場合は、「旧名城工場跡地活用提案募集」の応募を拒否され、又は借受予定者への選定を取り消されるなど、いかなる処分を受けても異議を申し立てません。

　また、応募説明書、様式集、基本協定書（案）、事業用定期借地権設定契約のための覚書（案）等を熟読し、その他関係する法令、名古屋市の例規を承諾したうえで応募するものとし、応募後において、これらについての不明を理由として異議を申し立てません。


	応募者
	所在地
	

	
	名　称
	

	
	代表者
	印　　



※共同事業者での応募参加申込の場合、構成法人ごとに作成。代表法人がとりまとめ提出。
※誓約書の提出にあたっては、裏面に「誓約事項」を印刷すること。


	誓約事項

	申込みにあたり、応募説明書に記載された以下の事項を含む応募資格を有することを誓約します。
ア　次の(ｱ)から(ｽ)までのいずれにも該当しない者であること
(ｱ) 国税、地方税その他公租公課を滞納している者
(ｲ) 本募集に係る契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第32条第1項各号に掲げる者
(ｳ) 次のaからfまでのいずれかに該当する者で、その事実があった後3年間を経過しない者（当該事実と同一の事由により名古屋市交通局指名停止要綱（平成15年3月26日名古屋市交通局長決裁）に基づく指名停止（以下「指名停止」という。）を受けている者を除く。）
a　契約の履行に当たり、故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは数量に関して不正の行為をした者
b　競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げたとき又は公正な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合した者
c　落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げた者
d　地方自治法第234条の2第1項の規定による監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者
e　正当な理由がなくて契約を履行しなかった者
f　aからeまでのいずれかに該当する事実があった後3年間を経過しない者を契約の締結又は契約の履行に当たり代理人、支配人その他の使用人として使用した者
(ｴ) 次のいずれかに該当する者。ただし、更生手続開始又は再生手続開始の決定後、新たに市に競争入札参加資格審査の申請を行い認定を受けた者を除く。
a　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者
b　民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者
(ｵ) 募集公表の日から借受予定者選定までの間に指名停止の期間がある者
(ｶ) 中小企業等協同組合法（昭和24年法律第181号）、中小企業団体の組織に関する法律（昭和32年法律第185号）又は商店街振興組合法（昭和37年法律第141号）によって設立された事業協同組合等においては、当該組合の組合員に本募集にかかる応募に参加しようとする組合員がある者
(ｷ) 法令等の制限により実施不能な内容が含まれていないことを確認できていない者
(ｸ) 許認可が必要となる内容を含む場合、提出書類の提出前に許認可にかかる関係機関と協議し、許認可を得る見込みを確認できていない者
(ｹ) 募集公表の日から借受予定者選定までの間に「名古屋市が行う契約等からの暴力団関係事業者の排除に関する合意書」(平成20年1月28日付け名古屋市交通局長等･愛知県警察本部長締結）及び「名古屋市交通局における公有財産の売払い及び貸付の契約等からの暴力団関係事業者の排除に関する取扱要綱」（平成20年2月15日交通局長決裁）に基づく排除措置の期間がある者
(ｺ) 次のaからfまでのいずれかに該当する者
a　役員等（法人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに営業所の代表者、その他の団体にあっては法人の役員等と同様の責任を有する代表者及び理事等をいう。以下同じ。）に暴力団員等（暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第2条第2号に規定するものをいう。以下同じ。）の構成員、及び暴力団と関係を持ちながら、その組織の威力を背景として暴力的不法行為等を行う者をいう。以下同じ。）がいる者
b　暴力団員等がその経営又は運営に実質的に関与している者
c　役員等又は使用人が、暴力団の威力若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若しくは運営に実質的に関与している法人等を利用するなどしている者
d　役員等又は使用人が、暴力団若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若しくは運営に実質的に関与している法人等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者
e　役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者
f　役員等又は使用人が、aからeまでのいずれかに該当する者であることを知りながら、これを利用するなどしている者
(ｻ) 役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員等から、市が行う契約等において妨害（不法な行為等で、契約等履行の障害となるものをいう。）又は不当要求（金銭の給付等一定の行為を請求する権利若しくは正当な利益がないにもかかわらずこれを要求し、又はその要求の方法、態様若しくは程度が社会的に正当なものと認められないものをいう。）を受けたことを認識していたにもかかわらず、市への報告又は警察への被害届の提出を故意に又は正当な理由がなく行わなかった者
(ｼ) 対象地を、暴力団又は法律の規定に基づき公の秩序等を害するおそれのある団体等であることに指定されている者を利する用に供しようとする者
(ｽ) 前記(ｺ)から(ｼ)までに該当する者の依頼を受けて応募を行おうとする者


様式5　法人役員に関する調書
令和8年　　月　　日　

旧名城工場跡地活用提案募集
法人役員に関する調書
(あて先)
名古屋市交通局長

　旧名城工場跡地活用提案募集に応募する法人の役員は、以下のとおりで相違ありません。

	応募者
	所在地
	

	
	名　称
	

	
	代表者
	印　　



（代表役員については、現在事項全部証明書又は履歴事項全部証明書に記載されている
代表役員の住所を記載し、その他の役員については、現住所を記載してください。）

	役職名
	フリガナ
氏名
	生年月日
	性別
	住所

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


　　※共同事業者での応募参加申込の場合、構成法人ごとに作成。代表法人がとりまとめ提出。


様式6　委任状
令和8年　　月　　日　
委任状
(あて先)
名古屋市交通局長

　委任者　　（所在地）
　　　　　　（名　称）
　　　　　　（代表者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　


　私(委任者)は、旧名城工場跡地活用提案募集において、受任者を代理人と定め、下記の権限を委任します。

記

1　応募参加申込みに関する件
2　応募資格要件確認申請に関する件
3　応募に関する件
4　保証金の納付に関する件
5　契約に関する件
6　応募辞退、共同事業者構成法人等の変更に関する件
7　復代理人選任に関する事項


　受任者　　（所在地）
　　　　　　（名　称）
　　　　　　（代表者）




様式7　応募参加申込変更届
令和8年　　月　　日　

旧名城工場跡地活用提案募集
応募参加申込変更届
(あて先)
名古屋市交通局長

　旧名城工場跡地活用提案募集について令和8年　　月　　日付けで提出した応募参加申込書について、以下のとおり変更しますので届けます。

	応募者
(代表
 法人)
	所在地
	

	
	名　称
	

	
	代表者
	印　　



	担当
	部署名
	

	
	担当者役職
	

	
	担当者名
	

	
	連絡先
	電話番号
	

	
	
	FAX番号
	

	
	
	電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	



応募方法
	・単独から共同事業者へ変更　　・構成法人の変更　　・共同事業者から単独へ変更



加入又は脱退する構成法人
	加入
・
脱退
	所在地
	

	
	名　称
	

	
	代表者
	印　　



	加入
・
脱退
	所在地
	

	
	名　称
	

	
	代表者
	印　　




様式8　質問書
令和8年　　月　　日　

旧名城工場跡地活用提案募集
質問書
(あて先)
名古屋市交通局長

　旧名城工場跡地活用提案募集について、以下のとおり質問します。

	応募者（代表法人）
	

	担当
	部署名
	

	
	担当
	

	
	担当者名
	

	
	連絡先
	電話番号
	

	
	
	FAX番号
	

	
	
	電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	




	資料
	ページ
	行(図)
	質問内容

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


　※　共同事業者による応募参加の場合、質問は代表法人が行ってください。




様式9　応募参加取下申出書
令和8年　　月　　日　

旧名城工場跡地活用提案募集
応募参加取下申出書
(あて先)
名古屋市交通局長

　旧名城工場跡地活用提案募集について、応募参加の取下げを申し出ます。

	応募者
(代表
 法人)
	所在地
	

	
	名　称
	

	
	代表者
	印　　



	担当
	部署名
	

	
	担当者役職
	

	
	担当者名
	

	
	連絡先
	電話番号
	

	
	
	FAX番号
	

	
	
	電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	






様式10-①　応募申込書
令和8年　　月　　日　

旧名城工場跡地活用提案募集
応募申込書
(あて先)
名古屋市交通局長

　旧名城工場跡地活用提案募集について応募します。
　提出書類の記載事項及び添付書類について事実と相違ないことを誓約します。

	応募者
(代表
 法人)
	所在地
	

	
	名　称
	

	
	代表者
	印　　



	担当
	部署名
	

	
	担当者役職
	

	
	担当者名
	

	
	連絡先
	電話番号
	

	
	
	FAX番号
	

	
	
	電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	






様式10-②　共同事業者の構成法人
令和8年　　月　　日　

　共同事業者の構成法人

	共同事業者名
	



	代表法人
	所在地
	

	
	名　称
	

	
	代表者
	


　　　（代表法人の押印は、様式10-①のみ）

	構成法人
	所在地
	

	
	名　称
	

	
	代表者
	印　　



	構成法人
	所在地
	

	
	名　称
	

	
	代表者
	印　　



	構成法人
	所在地
	

	
	名　称
	

	
	代表者
	印　　




様式11　応募説明書の要件に関する確認書
令和8年　　月　　日　

旧名城工場跡地活用提案募集
応募説明書の要件に関する確認書
(あて先)
名古屋市交通局長

　令和8年4月27日付けで公表されました「旧名城工場跡地活用提案募集」に係る応募書類の一式は、応募説明書（別紙を含む。）の要件を満たしていることを確認しました。


	応募者
	所在地
	

	
	名　称
	

	
	代表者
	印　　





様式12　共同事業者協定書
旧名城工場跡地活用提案募集　共同事業者協定書

（目的）
第1条　甲、乙及び丙（以下「構成法人」という。）は、名古屋市（以下「市」という。）が実施する旧名城工場跡地活用提案募集（以下「本募集」という。）（令和8年4月公表）への応募の結果、借受予定者として選定された場合における基本協定（以下「基本協定」という。）の締結、貸付物件の借受者として決定した後の、市との事業用定期借地権設定契約（以下「定期借地契約」という。）の締結及び履行、定期借地契約にかかる賃料（以下「賃料」という。）の支払い並びに建物の築造工事（以下「築造工事」という。）を共同して実施することを目的として、共同事業者を結成する。

（代表法人）
第2条　共同事業者を代表する法人（以下「代表法人」という。）は、甲とする。

（代表法人の権限等）
第3条　代表法人は、構成法人を代表し、本募集への応募についての手続きを行う。
2　共同事業者の代表法人は、基本協定の締結、覚書の取り交わし、定期借地契約の締結、賃料の支払い及び築造工事の施工に関し、共同事業者を代表して、市と協議する権限を有するものとする。
3　他の構成法人は、代表法人が市と協議した結果に従うものとする。
4　共同事業者が市に対し支払いを行う場合は、代表法人が当該支払いを行うこととする。

（構成法人の連帯責任）
第4条　構成法人は、基本協定の締結、定期借地契約の締結、賃料の支払い並びに建築工事の履行に関し、賃料等の負担割合にかかわらず連帯して責任を負うものとする。

（構成法人間における賃料等の負担割合）
第5条　共同事業者が借受予定者として選定された場合、市と定期借地契約の締結を行った場合の、基本協定保証金、賃料及び契約保証金の支払いにかかる負担割合は以下の表のとおりとする。
	構成法人
	負担割合

	甲
	（小数点以下第1位まで）●パーセント

	乙
	　　●パーセント

	丙
	　　●パーセント

	計
	１００パーセント


2　前項の負担割合を変更する場合は、構成法人が協議したうえ、市へ書面で申請し、その書面による承認を受けて決定するものとする。




（権利義務の譲渡の制限）
第6条　共同事業者は、市への書面による申請に基づく書面による事前の承認がない限り、この協定における地位及び権利義務を第三者に譲渡してはならない。
2　前項の譲渡は、この協定の締結から建物の竣工までの期間は、原則認めないものとする。

（担保責任）
第7条　基本協定及び定期借地契約にかかる債務につき、契約の内容に適合しない状態が生じたときは、構成法人は連帯してその責を負うものとする。

（協定に定めのない事項）
第8条　この協定に定めのない事項及び疑義を生じた事項については、構成法人が相互に協議したうえ、誠実に解決するものとする。

甲、乙及び丙は、上記のとおり共同事業者協定を締結した証拠として、この協定書●通を作成し、それぞれ記名押印し、各1通を保有するとともに、1通を名古屋市に提出するものとする。

令和8年●月●日

　甲　　　所在地
　　　　　名　称
　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　乙　　　所在地
　　　　　名　称
　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　丙　　　所在地
　　　　　名　称
　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　印



（提出先）
　名古屋市
　代表者　名古屋市交通局長



[bookmark: _Toc438758877]様式13　応募者の本来事業と提案内容との関係

応募者の本来事業と提案内容との関係

	

































	受付番号
	


・　法人名、所在地、建物名称、ロゴマークなど、応募者を特定する情報は表示しない。各法人を表現する場合、「法人①」などと表示。
・　法人名、所在地、建物名称などを記載した資料を1部提出する。

様式14-①　事業の実施体制
事業の実施体制

	

































	受付番号
	


・　事業を円滑に実施するための体制を記載すること。
・　担当者及び技術者の配置や役割分担について、指揮命令系統や責任分担が分かるように記載すること(技術者の資格がある場合は記載)。
・　市との連絡体制や、事業実施にかかる市への報告体制を記載すること。
・　応募者の名称は記載しないこと。


様式14-②　法令遵守に対する取組み

法令遵守に対する取組み

	

































	受付番号
	


・　借受者として市と契約し事業を進めるにあたっての、法令遵守に対する取組みについて、
従業員への教育（研修の年間計画、実施状況の市への報告など）なども踏まえて記載すること。
・　法令遵守にかかる社内の規定がある場合、社内規定のリストとともに添付すること（応募説明書を参照）
様式14-③　資金調達計画
資金調達計画
＜資金調達の内訳＞
	調達源泉
	調達形態
	金額（千円）
	調達割合（％）
	資金提供者

	自己資金
	例: 増資(株式引受け)
	
	
	

	
	その他
	
	
	

	
	計
	
	
	

	負債
(借入金等)
	例: 優先ローン
	
	
	

	
	その他
	
	
	

	
	計
	
	
	

	合計
	
	
	

	（内、建物築造費総額）
	
	
	


・　調達形態の記載は例であり、出資等を要件とするものではないので、必要な場合のみ記載すること。

＜調達条件別内訳＞
	調達源泉
	調達形態
（資金提供者）
	調達条件・返済条件等
	金額（千円）
	調達割合（％）

	自己資金
	
	調達時期：
	
	

	
	
	調達期間：
	
	

	
	
	その他：
	
	

	
	
	調達時期：
	
	

	
	
	調達期間：
	
	

	
	
	その他：
	
	

	
	計
	
	

	負債
(借入金等)
	
	調達時期：
	
	

	
	
	調達金利：(固定･変動等)
	
	

	
	
	返済期間：
	
	

	
	
	返済方法：
	
	

	
	
	その他
	
	

	
	
	調達時期：
	
	

	
	
	調達金利：(固定･変動等)
	
	

	
	
	返済期間：
	
	

	
	
	返済方法：
	
	

	
	
	その他
	
	

	
	計
	
	

	合計
	
	


・項目を適宜追加すること。
	受付番号
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[bookmark: _Toc438758878]様式14-④　借地期間及び事業収支計画
[image: ]
	受付番号
	


・　提案する借地期間を明記し、事業年度に合わせて作成すること。
・　維持管理費等の内数として提案賃料価額を計上することとし、事業収支計画の資料から提案賃料価額が分からないようにすること。
・　借入れを行う場合、事業開始後3事業年度(事業開始年度を含む)の間は、返済可能額に自己資金を充当できることとする。
・　様式の項目は必須記載事項とし、項目を任意で追加してもよい。
・　消費税及び地方消費税を考慮しない金額とすること。
・　A3サイズ横長片面印刷とし、A4サイズ縦長に折り込みの上、提出すること。
・　Microsoft Excelのデータに入力すること
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様式14-⑤　リスクへの対応

リスクへの対応

	

































	受付番号
	




様式15　設計説明書(建物概要、面積表、用途等)

設計説明書（建物概要、面積表、用途等）

①建物の概要
	構造
	　　　　造　　（耐火）

	階数
	地上　　　階
	建物の高さ
	ｍ

	敷地面積
	㎡
	建築面積
	㎡

	建ぺい率
	％
	延べ床面積
	㎡

	容積対象延べ床面積
	㎡
	容積率
	％



②　面積表
	階数
	床面積
	用途別面積

	
	
	用途
	床面積

	
	㎡
	
	㎡

	
	
	
	㎡

	
	
	
	㎡

	
	㎡
	
	㎡

	
	
	
	㎡

	
	
	
	㎡

	
	㎡
	
	㎡

	
	
	
	㎡

	
	
	
	㎡

	計
	㎡
	―
	㎡



③　用途・導入業種
	区画番号
	面積
	用途
	導入業種・テナント名

	
	㎡
	
	

	
	㎡
	
	

	
	㎡
	
	

	
	㎡
	
	

	計
	㎡
	


　　※テナント名は、出店意向表明等がある場合は記入



④　内外装仕上表
　外部仕上表
	


　室内仕上表
	用途
	床
	壁
	天井
	天井高
	備考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	



⑤　緑化計画
	計画面積
	内　訳

	
	㎡
	屋外　　　　　㎡
	屋上　　　　　㎡
	壁面　　　　　㎡



⑥　自動車の駐車施設の整備計画
	計画台数
	備　考

	
	来客者用
	　　　　台
	平面式・自走式立体駐車場・機械式駐車場

	
	事業者用
	　　　　台
	平面式・自走式立体駐車場・機械式駐車場

	
	その他
	　　　　台
	平面式・自走式立体駐車場・機械式駐車場

	
	合　計
	　　　　台
	※附置義務台数より少ない場合、その考え方

	附置義務台数
	根　拠

	
	特定用途
	事務所
	　　　　台
	床面積　　　　　　　㎡　÷　500

	
	
	店舗等
	　　　　台
	床面積　　　　　　　㎡　÷　350

	
	
	その他
	　　　　台
	床面積　　　　　　　㎡　÷　650

	
	非特定用途
	　　　　台
	床面積　　　　　　　㎡　÷　900

	
	合　計
	　　　　台
	


　※参考　自動車の駐車場の附置義務制度
　　　　http://www.city.nagoya.jp/kurashi/category/24-2-9-8-0-0-0-0-0-0.html

⑦　自転車等の駐車場の整備計画
	計画台数
	

	
	　　　　　台
	

	必要台数
	根拠

	
	　　　　　台
	○○施設　　　台
	○○施設　　　台
	


　※参考　自転車等の駐車場の附置義務制度
http://www.city.nagoya.jp/kurashi/category/24-2-9-9-0-0-0-0-0-0.html
	受付番号
	



様式16-①　提案賃料価額（年額）
令和8年　　月　　日　
旧名城工場跡地活用提案募集
提案賃料価額（年額）
(あて先)
名古屋市交通局長


	
	億
	千万
	百万
	拾万
	　万
	　千
	　百
	　拾
	　円




	応募者
（代表法人）
	所在地
	

	
	名　称
	

	
	代表者
	印　　



記入内容は訂正できない。
数字は、算用数字を使用すること。
金額の数字の前に「￥」マークを記入すること。
共同事業者による応募の場合は、代表法人が記入すること。
この書面と「様式16-②　維持管理費等の内訳」の2つの書面を、応募者（共同事業者の場合、代表法人）名を記載した封筒に入れ、密封し封印のうえ提出すること。




様式16-②　維持管理費等の内訳
令和8年　　月　　日　

旧名城工場跡地活用提案募集
維持管理費等の内訳
(あて先)
名古屋市交通局長

　令和8年　月　日付けで提出した、旧名城工場跡地活用提案募集にかかる提案書類のうち、様式14-④に記載した維持管理費等の内訳は以下のとおりです。

（単位　百万円）　
	区分
	建物使用開始
令和　　年度
	借地期間の合計

	維持管理費等
	
	

	
	賃料
	
	

	
	○○費
	
	

	
	○○費
	
	

	
	○○費
	
	


・　維持管理費等の内訳について、建物の使用が開始する年度（建物使用が年度の途中に開始する場合は次の年度）の値及び借地期間の合計の値を記載すること。
・　消費税及び地方消費税を考慮しない金額とすること。
・　項目を適宜追加すること。
・　提出方法は「様式16-①　提案賃料価額（年額）」の記載によること。


	応募者
（代表法人）
	所在地
	

	
	名　称
	

	
	代表者
	印　　



image1.emf
提案する借地期間

年 か月

（単位：百万円）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

①　営業収益

②　営業費用

③　営業利益

④　営業外損益

営業外収益

営業外費用

営業外損益

-

借入れを行う場合

-

借入返済額 -

10年以上50年未満の期間とすること。



営業収益合計



期中合計



………………

設計・施工・運営の分けを記載すること



返済可能額(⑦＋減価償却費)

⑥　法人税等

⑦　当期純利益(税金等調整後)

⑧　累積損益

維持管理費等

修繕費

公租公課

保険料

減価償却費

解体引当金



営業費用合計

⑤　経常利益


